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実務対応報告公開草案第 29 号「債券の保有目的区分の変更に関する当面の取扱い（案）」

に対する意見について 

 

謹啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、平成 20年 11 月 13 日に公表されました、標記公開草案に関しまして、別紙のとお

り、当会としての意見を申し上げます。今後の検討におかれまして、ご配慮を賜りますよ

うお願い申し上げます。 

   

敬白



CL07 

別 紙 

 

 最近の世界的な金融市場における混乱を踏まえた我が国の会計基準の開発については、今後も

国際的な会計基準設定主体の動向を踏まえつつ、これまでと同様、金融資本市場の健全性・透明

性・安定性を確保することができるような方向での検討をお願いしたい。 

あわせて、本公開草案において当面の取扱いとして認められている「その他有価証券」から「満

期保有目的の債券」への振替えに関する以下の派生的な論点について確認させていただきたい。 

 

＜公開草案 第15項＞ 

１．減損処理について 

「その他有価証券」から「満期保有目的の債券」への振替後、時価の著しい下落により減損損

失を計上する場合、振替時に計上した評価差額金の残額を取崩すことでよいか。（該当債券の振

替時にその他有価証券に係る評価差額金（差損）が計上される前提） 

 

    仕訳イメージ 

（簿価と時価の差額が▲２０、評価差額金の残額が▲５の場合） 

有価証券評価損 ２５ 満期保有目的の債券 ２０ 

  その他有価証券評価差額金 ５ 

 

 

２．再度の保有目的区分変更の場合の取扱い 

「その他有価証券」から「満期保有目的の債券」への振替後、債券の発行者の信用状態の著し

い悪化等が生じ、再度「その他有価証券」への振替を行う場合、 

 

①振替え時の償却原価をもって振り替え、評価差額（償却原価と時価との差額）は毎期末の評価

により洗替えるということでよいか。 

 

②期末の時価や貸借対照表計上額が追加情報としての注記対象となる（公開草案 第17項）、「満

期保有目的の債券」へ保有目的を変更した有価証券からは除外されると理解してよいか。 

 

 

以 上 

 


